
A事業所
・ 週２０時間勤務
・ ３１日以上の

雇用見込あり

雇用保険加入

＋
A事業所
週１２時間

Ｂ事業所
週１０時間

＝ 週２２時間

雇用保険対象外
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（１）制度の概要

＋
A事業所
週１２時間

Ｂ事業所
週１０時間

令和４年
１月１日より

① 複数の事業所に雇用される６５歳以上の労働者

② ２つの事業所の労働時間を合計した１週間の所定労働時間20時間以上
（※それぞれ１つについて５時間以上20時間未満）

③ ２つの事業所のそれぞれの雇用見込みが３１日以上

希望する者は特例的に雇用保険被保険者
（マルチ高年齢被保険者）となれるよう改正

雇用保険マルチジョブホルダー制度
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（１）制度の概要

＋

A事業所
週１２時間

Ｂ事業所
週１０時間

＝ 週２２時間

A事業所
を離職

Ｂ事業所
週１０時間

週所定労働時間20時間未満
となり、適用対象から外れ
るため、資格喪失

① 離職の日以前１年間に、被保険者期間が通算して
６か月以上あること

② ハローワークまたは地方運輸局（船員希望者）へ
求職の申込みをしていること

③ 失業の状態にあること

高年齢求職者給付金受給可能

・ 育児休業給付
・ 介護休業給付
・ 教育訓練給付

要件を満たせば
受給可能

ハローワーク
で申請

（※要件を満たすことで就職促進給付も受給可能）

雇用保険マルチジョブホルダー制度
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雇用保険マルチジョブホルダー制度

◇労働政策審議会における検討
・ 雇用保険部会報告書（平成24年１月６日、平成25年12月26日、平成27年12月25日、平成28年12月13日）

◇雇用保険法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議
（平成29年3月15 日 衆・厚生労働委員会）

◇「複数の事業所で雇用される者に対する雇用保険の適用に関する検討会」

マルチジョブホルダーへの雇用保険の適用の在り方について検討された。
（平成30年１月31日～平成30年12月26日の全７回）

65歳以上の労働者については、これまでの職業人生で得られたスキルを生かして多様
な就労を目指している層と考えられることから、まずは、65歳以上の労働者を対象に
制度を試行することとし、その効果等について施行後５年を目途として検証するべき

（２）改正の経緯

◇ 働き方改革実行計画（平成29年3 月28 日 働き方改革実現会議）
複数の事業所で働く方の保護等の観点や副業・兼業を普及促進させる観点から、
雇用保険の公平な制度の在り方について、検討を進める。
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ハローワーク

(A社）

(B社）

(A社）

(B社）

(本人）

(本人）

（３）手続きの流れ

両社から取得又は喪失に
係る必要書類をもらう。
必要書類については、
本人及び事業主が記載。

１ 書類の準備

マルチジョブホル
ダー本人が、自身の
住所又は居所を管轄
するハローワークへ
書類を提出

２ 書類提出

●資格取得
申出日に資格取得

●資格喪失
要件を満たさなくなった
時点で資格喪失

３ 内容確認

ハローワークから本人
及び両社に対して通知。

４ 結果通知

雇用保険マルチジョブホルダー制度
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（４）加入時の手続き方法

最寄りのハローワーク又は厚生労働省ＨＰから、以下を入手
・ 「雇用保険マルチジョブホルダー雇入・資格取得届」（マルチ雇入届）
・ 「個人番号登録・変更届」
・ 「被保険者資格取得時アンケート」

ＳＴＥＰ１

ＳＴＥＰ２

申出人からマルチ雇入届の記載依頼を受けたら、速やかに事業主記載事項
を記入し、確認資料（写し可）と併せて申出人へ交付する。

マルチジョブ
ホルダー本人
（申出人）の

手続

２社それぞれの
事業主の手続

① ２社分のマルチ雇入届に、申出人記載事項を記入
② Ａ社とＢ社にマルチ雇入届の記入と確認資料の交付を依頼する

加入要件を満たす者の申出を拒むことは法律上できません。
また、申出を行ったことを理由とする不利益な取扱は禁じられています。

注意！

雇用保険マルチジョブホルダー制度
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（４）加入時の手続き方法
ＳＴＥＰ３

申出人の住居所を管轄するハローワーク（住居所管轄ハローワーク）に、
以下の書類を提出する（郵送可）
・ 事業主から交付されたマルチ雇入届と２社分の確認資料（省略不可）
（出勤簿、賃金台帳、労働者名簿、契約書等）

・ 個人番号・変更届
・ 被保険者資格取得時アンケート
・ 本人確認資料と個人番号の確認できる資料

マルチジョブ
ホルダー本人
（申出人）の

手続

ハローワークで書類審査 ⇒ 申出日付で雇用保険加入

申出人

● 雇用保険マルチジョブホルダー
喪失・資格喪失届（２社分）

● 雇用保険マルチジョブホルダー
雇入・資格取得確認通知書（２社分）

● 雇用保険被保険者証
● 被保険者資格喪失時アンケート

２社それぞれの事業主

●雇用保険マルチジョブホルダー雇入・資
格取得確認通知書

ＳＴＥＰ４ ハローワークから以下の書類が交付されるため、保管する

通知書に記載された申出・資格取得年月日
から雇用保険料の納付義務が発生します。
※保険料率は通常と同様です。

雇用保険マルチジョブホルダー制度
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（４）加入時の手続き方法
ポイント

Ａ週12時間

Ｂ週８時間

Ｃ週12時間

Ａ、Ｂ、Ｃで就労中
↓

Ａ+Ｂでマルチ申出

どちらも
Ｃ事業所へ
切替は不可

３以上の事業所で働いている場合について

Ａ週10時間

Ｂ週10時間

Ｃ週12時間

Ａ+Ｂでマルチ申出 ①Ａ、Ｂともに喪失
↓

②Ｂ、Ｃで取得（強制）後日Ｃ事業所にて雇用される

Ｂ週10時間

Ａ離職

１）途中での切り替えはできません

２）離職等による喪失をした場合のみ切り替え可能です

Ａ週12時間

Ｂ週８時間

Ｃ週12時間

Ａ+Ｂでマルチ申出

後日Ｃ事業所にて雇用される

雇用保険マルチジョブホルダー制度
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記入例

津島

２３１０ ○○○××× △

○○○○ ×××××× △

津島 太郎 ツシマ タロウ

１ ３ ３００１０１

１ ３ ５０ ５ ０４０２０１

３ ０８ ２ １０００

２

株式会社 津島職安

津島市○○町××

津島 太郎

0567-○○-△△△△

津島市△△町○○

株式会社 津島職安

0567-××-□□□□

４ １ ３１

※基本的には雇用保険被保険者資格取得届と同様ですが、以下の点ご注意ください。

６．マルチジョブ被保険者
となったことの原因

必要に応じ、以下のとおり
記載してください。

１新規採用等
２労働時間増加等
３その他（以下、例）
・別事業所で雇用開始
・65歳到達
・週20時間未満に
労働時間減少

８．雇入年月日

使用期間、研修期間含む雇入の
初日を記載してください。

やむを得ず雇入日が不明の場合
は、確認することができる最も
古い日を記載してください。

９．雇用形態

以下のとおり記載してください。
・派遣労働者の場合「２」
・派遣、船員以外 「３」
・船員の場合 「６」

１２．１週間の所定労働時間

記載年月日現在における週の所定
労働時間を記載してください。

【証明欄】

・申出人、事業主それぞれ
記載してください。

・提出先は住所管轄ハロー
ワークを記載してください。
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（５）喪失時の手続き方法

・ ２社いずれか（又は両方）を離職
・ 所定労働時間の減少に伴い２社合計で週20時間未満
・ 31日以上の雇用見込みがなくなる、等

ＳＴＥＰ１

ＳＴＥＰ２

・ 申出人からマルチ喪失届の記載依頼を受けたら、速やかに事業主記載事項
を記入し、確認資料（写し可）と併せて申出人へ交付

・ 離職証明書の交付依頼があった場合は作成のうえ併せて申出人へ交付

２社それぞれの
事業主の手続

・ 雇用保険マルチジョブホルダー喪失・資格喪失届（マルチ喪失届）
に申出人記載事項を記入

・ それぞれの事業主にマルチ喪失届の記入と確認資料の交付を依頼する
・ 失業等給付の受給を予定している場合、雇用保険被保険者離職証明書

（離職証明書）の交付を併せて依頼する

申出人
の手続

雇用保険マルチジョブホルダー制度
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（５）喪失時の手続き方法
ＳＴＥＰ３

申出人の住居所管轄ハローワークに、以下の書類を提出する（郵送可）
・ 事業主から交付されたマルチ喪失届と２社分の確認資料
（出勤簿、賃金台帳、労働者名簿、契約書等）

・ 離職証明書（失業等給付受給予定の場合）
・ 被保険者資格喪失時アンケート
・ 本人確認資料

申出人
の手続

マルチジョブホルダー本人

● 雇用保険マルチジョブホルダー
喪失・資格喪失確認通知書（２社分）

●「離職票－１」
●「離職票－２」（合算分）

●「離職票－２」（２社分）

ＳＴＥＰ４ ハローワークから以下の書類が交付されるため、保管する

２社それぞれの事業主

● 雇用保険マルチジョブホルダー雇入・
資格喪失確認通知書

● 離職証明書（事業主控）

失業等給付の受給手続きを行う際は、「離職票－１」、「離職票－２」（合算分）
を住居所管轄ハローワーク（給付窓口）へ提出する

失業等給付
受給予定時
のみ交付

雇用保険マルチジョブホルダー制度
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記入例

５．マルチジョブ喪失原因

該当する区分に従い記載して
ください。

４．マルチジョブ離職年月日

５欄に記載した原因のあった
年月日を記載してください。

５欄で９を選択して
いない場合は記載不
要です。

６．１週間の所定労働時間

４欄に記載した年月日現在の週の
所定労働時間を記載しください。

週所定労働時間に変更があった
場合は、変更前と後の１週間の
所定労働時間をそれぞれ記載し
てください。

【証明欄】

マルチ雇入届と同様、申出人
と事業主のそれぞれの証明が
必要です。

５ ０ ４ ０ ７ １ ５

津島市○○町××

津島 太郎

0567-○○-△△△△

津島市△△町○○

株式会社 津島職安

0567-××-□□□□

１ ０ ０ ０２

雇用保険マルチジョブホルダー制度
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（６）離職証明書の交付

①～⑨欄 通常の被保険者と同様に記載してください。
※完全月（基礎日数が１１日以上）が６ヶ月ない場合は、
⑬欄に労働時間の記載が必要です。「資料４（離職票
p８）参照」

※⑦欄、⑩～⑭欄について
雇用が継続しており、雇用契約に
おける労働時間に変更がない事業
所の場合、図のように斜線を引き、
記載を省略します。

雇用保険マルチジョブホルダー制度

※雇用継続、及び労働時間減少
している事業所の場合
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ポイント

雇用継続、および労働時間減少しない事業所
⇒賃金額関係（⑩～⑭欄）、離職理由（⑦欄）は省略

離職、および労働時間減少する事業所
⇒通常通り記載

～ハローワークで合算し、新たに離職証明書を個別作成します～

要記載 要記載

要記載

要
記
載

記載
省略

合算内容 離職等 + 雇用継続等 離職等 + 離職等

被保険者算定対象期間
（⑧・⑨欄）

それぞれの事業所分を合算

賃金関係（⑩～⑭欄）
離職等事業所のみ

それぞれの事業所分を合算

離職理由（⑦欄） 本人の受給内容が良い方

雇用保険マルチジョブホルダー制度
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（７）各種給付金

通常の高年齢被保険者（65歳以上の雇用保険被保険者）と同様に、
支給を受けるには次の①、②の要件をすべて満たしている必要があります。

① 離職の日以前１年間に、被保険者期間が通算して６か月以上あること

② 失業の状態にあること

その１ 高年齢求職者給付金

給付金名称 一般被保険者との相違点

常用就職支度手当
マルチ高年齢被保険者となる再就職は該当しない
離職前事業主＝マルチとして要件を満たしていた２の事業主

教育訓練給付
専門実践の追加給付は対象外
教育訓練支援給付金は対象外

介護休業給付
２の事業所ともに休業している期間のみ支給対象

育児休業給付

その２ その１以外の給付金

※この他にも、移転費、広域求職活動費、短期訓練受講費、求職活動関係役務利用費も対象となります。

雇用保険マルチジョブホルダー制度


